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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第１四半期累計期間
第51期

第１四半期累計期間
第50期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 1,601,439 1,515,212 6,742,212

経常利益 (千円) 111,860 89,877 412,216

四半期(当期)純利益 (千円) 66,125 53,631 194,936

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 630,500 630,500 630,500

発行済株式総数 (株) 4,810,000 4,810,000 4,810,000

純資産額 (千円) 2,518,550 2,601,927 2,634,315

総資産額 (千円) 4,883,603 5,095,581 5,341,999

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 14.20 11.52 41.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 17.00

自己資本比率 (％) 51.6 51.1 49.3

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境には一定の改善が見られたものの、円高・株安基

調による企業心理の冷え込みもあり、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当社が属する情報サービス産業におきましては、顧客の情報化投資がより一層慎重に推移し、また、同業者間の

受注競争激化など厳しい状況が続いております。

このような状況の中、新たに中期経営計画“Growth Strategy Plan for Next50”をスタートさせ、技術者の育成

およびパートナー企業の新規開拓・連携強化による技術者確保、提案型ビジネスの推進など、売上拡大と安定的な

稼働に注力しております。

その結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,515百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益86百万円（前

年同期比19.6％減）、経常利益89百万円（前年同期比19.7％減）、四半期純利益53百万円（前年同期比18.9％減）

となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① ソフトウェア開発事業

ソフトウェア開発事業は、売上高1,484百万円（前年同期比5.7％減）、売上総利益184百万円（前年同期比9.9

％減）となりました。

② ＢＰＯエントリー事業

ＢＰＯエントリー事業（業務代行サービス）は、売上高30百万円（前年同期比16.6％増）、売上総利益0百万円

（前年同期は売上総損失3百万円）となりました。

(2) 財政状態の状況

（流動資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は4,038百万円（前事業年度末比249百万円減少）となりました。

主な要因は現金及び預金が減少したことによります。

（固定資産）

当第１四半期会計期間末における固定資産は1,056百万円（同3百万円増加）となりました。主な要因は繰延

税金資産が増加したことによります。

　

その結果、当第１四半期会計期間末における資産合計は5,095百万円（同246百万円減少）となりました。
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（流動負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は703百万円（同256百万円減少）となりました。主な要因は未払

法人税等及び賞与引当金が減少したことによります。

（固定負債）

当第１四半期会計期間末における固定負債は1,790百万円（同42百万円増加）となりました。これは退職給付

引当金が増加したことによります。

　

その結果、当第１四半期会計期間末における負債合計は2,493百万円（同214百万円減少）となりました。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は2,601百万円（同32百万円減少）となりました。主な要因は四

半期純利益53百万円による利益剰余金の増加と配当金の支払79百万円による利益剰余金の減少であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 4,810,000 4,810,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 4,810,000 4,810,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 4,810,000 ― 630,500 ― 553,700

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 153,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,655,500 46,555 ―

単元未満株式 普通株式 700 ― ―

発行済株式総数 4,810,000 ― ―

総株主の議決権 ― 46,555 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 昭和システム
エンジニアリング

東京都中央区日本橋
小伝馬町1番5号

153,800 ― 153,800 3.19

計 ― 153,800 ― 153,800 3.19

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,375,703 3,183,276

売掛金 696,489 657,460

仕掛品 55,602 71,639

その他 160,431 126,322

流動資産合計 4,288,226 4,038,699

固定資産

有形固定資産 128,512 126,979

無形固定資産 3,785 3,745

投資その他の資産

繰延税金資産 511,746 527,130

その他 409,728 399,027

投資その他の資産合計 921,474 926,157

固定資産合計 1,053,772 1,056,882

資産合計 5,341,999 5,095,581

負債の部

流動負債

買掛金 234,424 231,094

短期借入金 10,000 10,000

未払法人税等 131,920 8,316

賞与引当金 348,330 129,691

その他 234,547 324,074

流動負債合計 959,223 703,176

固定負債

役員退職慰労未払金 60,973 60,973

退職給付引当金 1,687,487 1,729,503

固定負債合計 1,748,460 1,790,477

負債合計 2,707,684 2,493,653

純資産の部

株主資本

資本金 630,500 630,500

資本剰余金 553,700 553,700

利益剰余金 1,678,610 1,653,087

自己株式 △61,126 △61,126

株主資本合計 2,801,683 2,776,160

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,011 5,146

土地再評価差額金 △179,378 △179,378

評価・換算差額等合計 △167,367 △174,232

純資産合計 2,634,315 2,601,927

負債純資産合計 5,341,999 5,095,581
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 1,601,439 1,515,212

売上原価 1,399,794 1,330,437

売上総利益 201,645 184,775

販売費及び一般管理費 94,123 98,339

営業利益 107,522 86,435

営業外収益

受取利息 320 261

受取配当金 1,723 2,508

受取家賃 465 465

受取手数料 233 217

保険解約返戻金 1,609 ─

雑収入 2 3

営業外収益合計 4,354 3,456

営業外費用

支払利息 15 14

営業外費用合計 15 14

経常利益 111,860 89,877

特別利益

固定資産売却益 204 ─

特別利益合計 204 ─

税引前四半期純利益 112,065 89,877

法人税、住民税及び事業税 6,184 7,138

法人税等調整額 39,754 29,106

法人税等合計 45,939 36,245

四半期純利益 66,125 53,631
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響はありません。

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期会計期間から適用しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 3,116千円 1,742千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 55,873 12 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 79,154 17 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

ソフトウエア開発事業 ＢＰＯエントリー事業

売 上 高 1,575,380 26,059 1,601,439

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

204,958 △3,312 201,645

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計は、四半期損益計算書の売上総利益と同額になっております。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

ソフトウエア開発事業 ＢＰＯエントリー事業

売 上 高 1,484,823 30,389 1,515,212

セグメント利益 184,653 122 184,775

(注) セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の売上総利益と同額になっております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14円20銭 11円52銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 66,125 53,631

普通株主に帰属しない金額(千円) － ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 66,125 53,631

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,656 4,656

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年８月10日

株式会社昭和システムエンジニアリング

取締役会 御中

監査法人大手門会計事務所

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 植 木 暢 茂 印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 向 井 真 悟 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昭和シ

ステムエンジニアリングの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第51期事業年度の第１四半期会計期間(平成28

年４月１日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昭和システムエンジニアリングの平成28年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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